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A purpose of this paper is to clarify the development factor and features of bio-ethanol 
industry in China, also the future challenges in the conversion of the raw material from 
corn to cellulosic biomass, based on a case research into the 4 major companies, with the 
system of mass production, in China. As the number of the automobile production 
increasing, the development of bio-ethanol industry in China is attributed to the following 
main factors, such as the increasing gasoline consumption and amount of oil import, the 
existence of surplus grain, and the approach of renewable fuels. Meanwhile the location at 
agriculture ministry, the entry of state-owned enterprise groups, and the industry 
protection policy are thought to be the characteristics.Validity of government subsidy, 
securement of material and productive technique, and maintenance of monopoly institution 
of state-owned enterprise groups, become the challenges in the future.
※本稿は2008年度立命館大学学内提案公募型研究推進プログラム基盤的研究「東アジアにおける
華人・中国・韓国・日本の海外企業家ネットワークの形成・拡張に関する比較研究」（研究代表者：
守政毅先生）の研究成果の一部である。現地調査の際、各社の企業関係者や各社調査をコーディネー
トしていただいた方に多大なご支援をいただいた。また、中国経営管理学会2009年秋期研究集会
において報告した際、木村公一朗先生をはじめ、多くの先生方から貴重なご指摘をいただいたこと、
ここに記して感謝の意を表したい。なお、本稿の内容についての責任はすべて筆者に帰する。
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はじめに
本研究の目的は中国バイオエタノール産業の発展要因と特徴および原料は穀物系原料から非
穀物系原料への転換における今後の発展課題について、量産体制になっている主要 4社の事例
調査を踏まえて明らかにすることである。
中国では 2002 年 6 月に、河南省の鄭州市、洛陽市、南陽市と黒竜江省のハルビン市、肇東
市の 5都市で E10（バイオエタノール 10%）混合ガソリンの試験供給を開始した。その供給体
制として、河南天冠企業集団有限公司 1）において生産した製品を、中国石油化工集団公司
（Sinopec）によってつくられた上述河南省 3市に各 1ヶ所の混合センターでガソリンと混合さ
せ、2003 年 6 月 30 日までに河南省 3市のほぼすべてのガソリンスタンドで供給し、黒竜江省
金玉集団公司 2）において生産した製品を、中国石油天然気集団公司（CNPC）によってつくら
れた上述黒龍江省 2市に各 1ヶ所の混合センターでガソリンと混合させ、2003 年 6 月 30 日ま
でに黒竜江省 2市のほぼすべてのガソリンスタンドで供給するという体制であった 3）。更に、
2004 年に吉林省、遼寧省、黒竜江省、河南省、安徽省の全域、湖北省の 9都市、山東省の 7都
市、河北省の 6都市、江蘇省の 5都市で使用範囲を拡大し、生産に新規参入申請企業が相次い
でいた 4）中、量産 4社を中心とした生産体制が構築された 5）。2004 年以降、中国はブラジル、
アメリカにつづき世界第 3位のバイオエタノールの生産国となっている（表 2）。
現在、中国バイオエタノールを量産しているのは、中糧生化能源（肇東）有限公司 6）、吉林
燃料エタノール 7）有限公司、河南天冠燃料エタノール有限公司、安徽豊原燃料アルコール 8）株
式有限公司である。そのうち、河南天冠燃料エタノール有限公司は一部小麦、ワラを原料とし
て使用しているが、各社は基本的にはトウモロコシを原料としている。
ところで、2007 年から 2009 年まで、中国のバイオエタノールの生産量と消費量は大きな進
展がみられない（表 3）。その原因として、2006 年 12 月の「トウモロコシ加工生産管理の緊急
通知」（「国家発展改革委関於加強玉米加工項目建設管理的緊急通知」）9）と 2007 年 9 月の「ト
ウモロコシ工業加工の健全発展に関する指導意見」（「促進玉米深加工業健康発展的指導意見」）
10）により、中国では非穀物系原料によるバイオエタノール生産の方針が固まり、トウモロコシ
を原料とするバイオエタノール生産が制限されることになったからである。
中国政府は 2010 年までにバイオエタノール生産量を 200 万トンに増やす計画で、原料とし
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てはキャッサバ、サツマイモ、スイーツソルガム、セルロース系原料などに重点を置いている。
量産各社にとっては、トウモロコシを原料とする場合の精製技術などは一定成熟度を見せてい
るが、新たな原料に関しては、精製技術を含む周辺技術の研究開発、原料の確保・調達、現存
プラントの利用、安定供給の可能性など、多くの課題を抱えている。
本稿は、第Ⅰ章では世界におけるバイオエタノール産業の発展について、アメリカとブラジ
ルを中心に発展の背景と現状をまとめる。第Ⅱ章では中国バイオエタノール産業の発展要因と
特徴を明らかにしたうえ、最後では今後の課題をまとめることにする。
Ⅰ　世界バイオエタノール産業の発展状況
バイオエタノール産業が脚光を浴びた背景としては、環境（地球温暖化）問題、エネルギー（ガ
ソリン代替エネルギー）問題、地域発展（農業発展）問題の存在であると言われている 11）。中で
は、一般的に指摘されているのは、地球温暖化問題であり、その考え方は「カーボン・ニュート
ラル」と呼ばれる考え方である 12）。つまり、化石燃料であれバイオ燃料 13）であれ、燃焼させれ
ば二酸化炭素が発生する。石油や石炭などの化石燃料を燃やせば、地球の内部に閉じ込められて
いる二酸化炭素を放出することに対して、バイオ燃料の原料である植物の場合は、成長過程で光
合成によって二酸化炭素を吸収するため、二酸化炭素の発生量は差し引きゼロと評価される。し
かし、この考え方に対する疑問もある。そもそも先進諸国の中で唯一京都議定書から離脱してい
るアメリカは地球温暖化や環境問題対策としてバイオエタノールを含む再生可能エネルギーへ
の取り組みを積極的に進めていること自体は、一見不可解であるという指摘がある 14）。また、日
本のような現在利用できるバイオマス 15）が少ない国にとっては、海外から輸入によってバイオ
エタノール産業を発展させていても、輸送などで排出する二酸化炭素の量や輸入先の環境破壊な
どを考慮すると、必ずしも地球温暖化対策になるとは期待できないと言われている 16）。
世界のバイオエタノール産業をリードしているアメリカ、ブラジルにおけるこの産業の発展
経緯と現状を整理してみると、ガソリン代替エネルギー政策、農業振興政策、再生可能エネル
ギーの取り組み、産業保護政策の存在が発展促進の要因となっている。
1　バイオエタノール実用化の歴史的展開 17）
古代からバイオエタノールは酒類として利用されていたが、19 世紀にはランプ用燃料として
も利用された。20 世紀初頭にはアメリカおよびブラジルにおいて燃料用としてのバイオエタ
ノールの研究が開始され、本格的な産業発展は 1973 年の第 1次オイルショック以降のことで
あった。
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　（1）　アメリカでの展開
アメリカでは、ヘンリー・フォードが開発した 1919 年製 T型車の燃料として、トウモロコ
シから製造したバイオエタノールが使用されていた。しかし、主に酒類として消費されていた
バイオエタノールには、当時高い税率が課されたことから、その使用は断念された 18）。
第 2次オイルショックを契機に、当時のカーター大統領が石油に代わる燃料としてバイオエ
タノールに着目したときから、アメリカはトウモロコシを原料とした燃料生産の道を歩み続け
てきた。
アメリカのバイオエタノールの需要が大きく伸びたのが、1990 年以降の含酸素化合物
MTBE（Methyl Tertiary Butyl Ether/メチル・ターシャリー・プチル・エーテル）のガソリ
ン添加に対する法規制によるものであった。1970 年に施行された「大気浄化法」（Clean Air 
Act）は 1977 年に改正され、同法による含酸素燃料であるバイオエタノールの使用をアメリカ
政府がはじめて認可した。1978 年には「エネルギー税法」（Energy Tax Act）が成立し、バイ
オエタノール 10%以上を混合したガソリンに対し、連邦税が減免された。1990 年には「改正
大気浄化法」（Clean Air Act Amendments）の施行により、連邦政府の環境基準のうち、オゾ
ンの基準値が達成できていない地域を対象に、EPA（環境保護局）から含酸素燃料の添加（2.0-
2.7%）が義務つけられた。このため、アメリカではオクタン価が向上し、一酸化炭素排出削減
効果のあるバイオエタノールとMTBEがガソリン添加剤として需要が拡大した。しかし、地
中に埋められたパイプラインやガソリンタンクの亀裂によって漏れたMTBEの混入した飲料
水に発がん性の疑いがあるとカリフォルニア州の調査で判明されたため、1999 年 3 月に、カリ
フォルニア州によるMTBEのガソリンへの添加禁止を契機に、MTBEの使用禁止を表明する
州が相次いだ。その結果、MTBEの需要量が激減し、代替需要としてバイオエタノールの需
要量が増加した 19）。
　（2）　ブラジルでの展開
ブラジルでは、サトウキビから製造したバイオエタノールの研究開発が 1925 年から開始さ
れ、1929 年の大恐慌の発生に端を発する国際的な第 1次産品（ブラジルでは砂糖）価格の下落
により、窮地に陥った砂糖産業を救済するために、1931年に政府はガソリンへのバイオエタノー
ル混合（5％）の義務付けを行った。1933 年に砂糖・バイオエタノール院（IAA）が設立され、
この機関はサトウキビの生産と砂糖・バイオエタノールの生産・消費の均衡を調整することに
よりバイオエタノール産業の育成を開始した 20）。
1973 年の第 1 次オイルショック当時、ブラジルの原油輸入依存度は 76.9%に達していた。
石油輸入代金節減のために、1975 年に打ち出された「国家アルコール計画」により、本格的な
自動車用バイオエタノールの生産と供給が開始された。この計画では自動車用ガソリンの代替
として、1985 年までに 107 億リットル（約 910 万トン）のバイオエタノール生産を目標とし、
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10 年間で当時の生産量の 18 倍にするというものであった。100%含水バイオエタノール 21）を
燃料として走るエタノール利用車の開発や価格・税制優遇によりバイオエタノール生産は 1985
年に 119 億リットル（約 1,012 万トン）に目標を達成した。また、1985 年新車（乗用車＋小型
商用車）販売台数のうち 92%がバイオエタノール利用車であった 22）。
2　バイオエタノール生産と消費の現状
　（1）　原料の構成（表 1）
表 1　各国バイオエタノールの主原料（2006 年）
生産国 主原料
アメリカ トウモロコシ
ブラジル サトウキビ
中国 トウモロコシ、小麦
インド サトウキビ（糖蜜）
フランス テンサイ、小麦
ドイツ テンサイ、小麦
スペイン 小麦
タイ キャッサバ、サトウキビ（糖蜜）
オーストラリア サトウキビ、トウモロコシ
出所：小泉達治（2007a）、25 頁により作成
植物から燃料をつくる自体は、新しい取り組みではない。人類は 100 年ほど前までは、薪や
木炭で食べ物を調理し、冬には暖をとるなど大部分のエネルギーをバイオマスに依存していた
が、現在ごくわずかしかこの形で利用していない。バイオマスのエネルギーとしての利用形態
は、直接燃焼させて熱とする方法と発酵・熱分解などによりアルコール、ガスを発生させ、こ
れを燃焼させて熱エネルギーに変換して利用する方法に大別でき、バイオエタノールの利用法
23）は後者である 24）。
バイオエタノールの原料は大きく 3種類に分かれる。①でんぷん質の作物である。具体的に
トウモロコシ（米、中）、小麦（ヨーロッパ）、米（日）、イモ類（サツマイモ、キャッサバ）
など主食となる作物である。アメリカ、中国は主にトウモロコシを利用している。②糖質の作
物である。具体的にサトウキビ（ブラジル）、テンサイ（ヨーロッパ）など砂糖の原料になる
ものである。ブラジルは主にサトウキビを利用している。③セルロース系（木質系）繊維質で
ある。具体的に建築廃材、樹木、ワラ、紙、笹、竹などの繊維質である。これは第 2世代のバ
イオ燃料としてアメリカをはじめ、これまでの主要生産国からだけでなく、これからバイオエ
タノール産業を発展しようとする諸国からも注目されているが、現時点では、ごくわずかにロ
シアではパルプの廃液、日本は建築廃材を利用して生産している 25）。
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　（2）　生産、消費と輸出入
2004 年以降の生産状況（表 2、表 3）をみてわかるように、中国、インドなどのアジア諸国
やフランス、ドイツ、スペインなどのヨーロッパ諸国の積極的な参入もみられるが、アメリカ
とブラジルの占めるシェアは大きく、2004 年の約 70%から 2009 年の約 80%に拡大している。
消費状況（表 3）をみても、アメリカとブラジルは約 90%のシェアを占めている。輸出入（表
6）においても、ブラジルは世界最大のバイオエタノールの輸出国であり、最大の輸入国はア
メリカとなっている。
表 2　世界主要なバイオエタノール生産国
国別
生産量の推移（万トン）
2004 年 2005 年 2006 年
1 アメリカ 1135 1369 1558 
2 ブラジル 1280 1357 1442 
3 中国 304 322 326 
4 インド 148 144 161 
5 フランス 70 77 81 
6 ドイツ 23 37 65 
7 ロシア 64 64 55 
8 カナダ 20 20 49 
9 スペイン 25 30 39 
10 南アフリカ 35 33 33 
計 3457 3900 4132 
注：引用資料の単位は百万ガロンであったが、1ガロン＝ 3.78 リットル、
　　1キロリットル＝ 0.85 トンで換算した
出所：坂内久・大江徹男（2008）、14 頁により作成
表 3　世界主要国におけるバイオエタノールの生産量および燃料用バイオエタノール消費量の推移
年度 2007 年 2008 年 2009 年（予測）
国別
生産量   
（万トン）
比率
（%）
消費量    
（万トン）
比率
（%）
生産量    
（万トン）
比率
（%）
消費量    
（万トン）
比率
（%）
生産量    
（万トン）
比率
（%）
消費量    
（万トン）
比率
（%）
アメリカ 2,600 40 2,460 50 3,640 45 3,500 53 3,950 46 3,860 53
ブラジル 2,260 35 2,000 40 2,710 34 2,420 37 2,780 32 2,520 35
中国 420 7 170 3 430 5 190 3 390 5 180 2
世界総量 6,430 100 4,960 100 8,080 100 6,630 100 8,600 100 7,280 100
注： ①比率とは世界総量に占める比率である　②消費量は燃料用バイオエタノールの消費量で
ある
出所：中国循環経済網（www.chinaxh.com.cn、2009 年 8 月 11 日閲覧）のデータにより作成
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表 4　米国におけるバイオエタノール生産力の推移
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
①稼働工場数 50 54 56 61 68 72 81 95 110
②新規建設・拡張工事中工場数 5 6 5 13 11 15 16 31 76
　　　① +②のうち農家所有 14 18 21 25 28 33 40 46 46
　　　農家所有比率 25% 30% 34% 34% 35% 38% 41% 37% 25%
③製造能力（万トン） 564 563 618 755 871 998 1,172 1,395 1,767 
　　　③のうち農家所有（万トン） 94 109 152 207 256 335 447 540 540 
　　　農家所有比率 17% 19% 25% 27% 29% 34% 38% 39% 31%
④ 新規建設・拡張工事中工場製造能
力（万トン）
25 29 21 126 155 192 2,426 572 1,813 
　　　④のうち農家所有（万トン） 25 19 19 108 102 144 145 60 60 
　　　農家所有比率 100% 66% 93% 86% 66% 75% 6% 11% 3%
注： 引用資料では製造能力の単位は万キロリットルであったが、1キロリットル＝ 0.85 トンで
換算した
出所：小泉達治（2007b）、7頁により作成
　①　生産
ブラジルにおけるバイオエタノールの生産特徴として、サトウキビの絞り汁から砂糖とバイ
オエタノールを同時生産する工場が多いという点である 26）。2008 年 1 月に登録された砂糖、バ
イオエタノール工場 370 社のうち、65%に相当する 240 社は砂糖とバイオエタノールとを同時
に生産しており、砂糖専門工場は 15 社で（4%）、バイオエタノール専門工場は 115 社（31%）
であった。このような同時生産体制により、各工場は生産する時点で、当時の砂糖とバイオエ
タノールとの需給状況を考慮し、絞り汁を 2つの製品生産に仕向ける割合を決定している 27）。
そのため、前述のように、1980 年代半ばにおいて、大きな成果を遂げたのも世界の砂糖価格と
原油価格の変動であり、1980 年代半ば以降、原油価格の下落や、1990 年代に世界的砂糖価格
の上昇により、サトウキビからバイオエタノールへの仕向け割合が減少し、バイオエタノール
利用車用燃料が不足したため、新車販売台数は激減し、1997 年には新車販売のわずか 0.06%
にすぎなかった 28）。
アメリカにおいては、1990 年代末から 2000 年以降にかけて、農家の新規参入は生産拡大を
支えていた（表 4）。その背景には連邦および州政府の税制優遇措置、助成措置の充実が挙げら
れる。アメリカでは、バイオエタノールとガソリンとの混合燃料を生産・販売すると、連邦政
府によるガソリン税控除（51セント／ガロン）が適用されると同時に、政府の輸入に対する関
税（54 セント／ガロン）賦課により、国内のバイオエタノール産業が保護されていた。また、
小規模バイオエタノール生産者に対する所得税控除や商品金融公社からの補助措置、さらに、
州政府からのガソリン営業税の減免措置や補助措置により、小規模農家の参入を促していた 29）。
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その結果、アメリカは 2005 年に、それまで第 1の生産国であったブラジルを超えて、世界 1
位のバイオエタノール生産国になった（表 2）。
　②　消費
1980 年代半ば以降、消費の低水準が続いていたブラジルにおいて、2003 年にフォルクスワー
ゲン社から FFV（フレックス燃料車）の発売を契機に、バイオエタノールの需要が再び増加
し始めた。FFVとはガソリンとバイオエタノールとをどのような混合比率にしても走行でき
る自動車であり、その混合比率をセンサーが感知して、最適な燃焼状態になるようにエンジン
を調整するシステムになっている。FFVを市場に投入以降、3年目で年間新車販売台数の 5割、
2007 年に 85.6%に達した 30）。同時に、政府によってガソリンへの無水バイオエタノールの混
入が義務付けられ、1990 年以降の混合比率は 20-25%で変動しており、混合比率は 1ポイント
を引き上げると、バイオエタノールの消費量は 2億リットル（約 17 万トン）が増加する。
表 5　アメリカ再生可能燃料基準の推移
単位：万トン
再生可能
燃料基準
合計
再生可能バイオ燃料
（トウモロコシ由来の
バイオエタノール）
先端的
バイオ
燃料
セルロース
系原料からの
バイオ燃料
バイオ
ディーゼル
その他の
先端的
バイオ燃料
2008 年 2889 2889 n.a n.a n.a n.a
2009 年 3563 3371 193 n.a 161 32 
2010 年 4157 3852 305 32 209 64 
2011 年 4478 4045 433 80 257 96 
2012 年 4879 4237 642 161 321 161 
2013 年 5313 4430 883 321 n.a 562 
2014 年 5826 4622 1204 562 n.a 642 
2015 年 6581 4815 1766 963 n.a 803 
2016 年 7142 4815 2327 1364 n.a 963 
2017 年 7704 4815 2889 1766 n.a 1124 
2018 年 8346 4815 3531 2247 n.a 1284 
2019 年 8988 4815 4173 2729 n.a 1445 
2020 年 9630 4815 4815 3371 n.a 1445 
2021 年 10593 4815 5778 4334 n.a 1445 
2022 年 11556 4815 6741 5136 n.a 1605 
注： 引用資料の単位は10億ガロンであったが、1ガロン＝3.78リットル、1キロリットル＝0.85
トンで換算した
出所：小泉達治（2008）、8頁により作成
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　アメリカでは、前述の 1999 年以降のWTBEの使用禁止によるバイオエタノールの消費増
加に加えて、2005 年 8 月 8 日に成立した「2005 年エネルギー政策法（Energy Policy Act of 
2005）」に「再生可能エネルギー基準」が盛り込まれ、2006 年にバイオ燃料を含む再生可能エ
ネルギーの消費量を 40 億ガロン（約 1,287 万トン）に、2012 年までに年間 75 億ガロン（約 2,413
万トン）の消費拡大が義務化された。また、消費に際して、130 億ドルの連邦税控除が認めら
れた。2006 年以降、アメリカでは「石油の中東依存」を脱却という国家エネルギー安全保障の
課題を解決するために、バイオエタノール産業の更なる拡大が予想される 31）（表 5）。
　③　輸出入
ブラジルのバイオエタノールの輸出量は 2004 年に 196 万トンとなり、前年の約 56 万トンよ
り 3.5 倍まで増加し、2006 年にさらに約 291 万トンまで拡大した（表 6）。その最大の輸出先
はアメリカであり、オランダと日本は2位、3位と続いている。輸出先にはエルサルバドルやジャ
マイカなど中米・カリブ海諸国が含まれているのは 1984 年に発効したカリブ開発構想（CBI）
と関係あると言われている。CBIによると、カリブ海諸国からの輸出品を無関税でアメリカ市
場にアクセスできるので、ブラジルはこれを利用し、含水バイオエタノールをいったんカリブ
諸国に輸出し、現地で蒸留した無水バイオエタノールをアメリカ市場に輸出するという貿易仕
組みをとっている 32）。
表 6　ブラジルのエタノール輸出先（2006 年）
輸出相手国 輸出量（万トン） 構成比（%）
アメリカ 150 52 
オランダ 29 10 
日本 19 7 
スウェーデン 17 6 
エルサルバドル 15 5 
ジャマイカ 11 4 
ベネズエラ 9 3 
韓国 8 3 
コスタリカ 8 3 
トニダード・トバコ 6 2 
その他 18 6 
合計 291 100 
注： 引用資料の単位は百万リットルであったが、1 キロリッ
トル＝ 0.85 トンで換算した
出所：同表 2、39 頁により作成
26 楊　秋麗：中国におけるバイオエタノールの実用化
Ⅱ　中国バイオエタノール産業の発展要因と特徴
1　中国バイオエタノール産業の発展要因
前述のように、アメリカとブラジルは世界のバイオエタノール産業をリードしており、2004
年以降、中国はアメリカ、ブラジルにつづき世界第 3位のバイオエタノールの生産国となって
おり（表 2）、その産業発展の要因は以下の 3点にまとめることができる。すなわち、①自動車
生産台数の増加に伴うガソリン消費量と石油輸入量の増加、②農産物の買付販売制度による「陳
化糧」の存在、③エネルギー政策における再生可能エネルギーの取り組みである。
　（1）　自動車生産台数の増加に伴うガソリン消費量と石油輸入量の増加
中国は 1996 年に原油の純輸入国に転落してから、石油代替燃料への取り組みに乗り出して
いる 33）。石炭液化、電気自動車の開発、風力発電の普及を狙ったプロジェクトなど政府主導で
試みたが、1980 年代半ば以降の原油価格下落により、本格的な始動ができなかった。ところで、
2003 年のイラク戦争勃発により、世界原油価格が高騰した。同時に中国国内経済の加速気味が
原因で、電力不足、石炭供給不足が発生したことにより、原油輸入量（表 7）は前年より 30%
増加し、輸入依存率も 2000 年以降の 30%から 36%まで上昇した。また、この時期において、
自動車の生産台数、とくに乗用車の生産台数が著しく増加し、前年より約 90%増で、初めて
200 万台を突破した。モータリゼーションが急速に進み、ガソリン消費量の増加は石油輸入依
存体制をさらに深刻化させ、新エネルギー源の開発が急務となっている。
表 7　中国の自動車台数とガソリン消費量の推移
項目 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年
自動車台数
a生産台数（万台） 207 234 325 444 509 571 728 889
a のうち乗用車
台数（万台）
61 70 109 207 228 277 387 480
自家用車保有台数（台） 0.5 0.6 0.9 1.4 2.2 3.4 4.3 6.1
石油の需給
バランス
（万トン）
生産量 16,024 16,290 16,487 16,758 17,153 17,872 18,153 18,444 
輸入量 7,027 6,026 6,941 9,112 12,272 12,708 14,518 16,318 
輸出量 1,044 755 721 813 549 807 634 383 
消費量 23,514 24,007 26,057 28,594 33,369 34,414 37,104 38,706 
ガソリンの
需給バランス
（万トン）
生産量 4,135 4,125 4,321 4,770 5,238 5,405 5,591 5,594 
輸入量 0 0 0 0 0 0 6 23 
輸出量 455 573 612 754 541 563 351 464 
供給量 3,680 3,552 3,709 4,016 4,697 4,842 5,247 5,153 
注： ①原資料には石油の生産量と消費量の単位はb/dであったが、1バレル＝0.135トンで換算した
　　②自家用車保有台数＝100戸当たりの自家用車保有台数
出所：『中国統計年鑑』2007、2008年版、『中国の石油産業と石油化学工業』2006、2008年版
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　（2）　農産物の買付販売制度による「陳化糧」の存在
この要因を生じた原因は 1980 年代まで遡る 34）。1984 年以降、中国の農業は連年の豊作であっ
たが、販売ルートが不十分なため、農産物（とくに食糧と綿花）の価格下落と主要生産地の販
売難を招いた。しかし農業用生産財価格の引き上げなどの政策調整以降の 1985-88 年には、再
び生産停滞を生じ、その後、この 2つの状態が交替で現れた。これにより、農民の所得に影響
を与えてしまい、「三農問題」を生じさせる要因に 1つとなった。
食糧価格を保護するため、1997 年に「保護価格による協議買付食糧を必要なだけ買付けるこ
とに関する通知」が出された。各地の国有食糧企業はこの通知に基づいて買い付けした結果、過
剰在庫を抱えることとなった。さらに、2002 年以降の食糧買い付け市場の自由化に伴い、これ
まで国有食糧企業が抱えていた在庫は大きな損失につながった。これはいわゆる「陳化糧」の問
題である。2001 年に政府が実施した調査では、4,000 万トンの「陳化糧」が存在していた 35）。「陳
化糧」問題の解決策として穀物系原料のバイオエタノール生産が始まった。この要因は中国バイ
オエタノール産業が発展する独自な要因である。
　（3）　エネルギー政策における再生可能エネルギーの取り組み
中国における再生可能エネルギーとして挙げられているのは、太陽エネルギー、風力エネル
ギー、バイオマスエネルギー、地熱エネルギー、海洋エネルギー、水素エネルギー、天然ガス
ハイドレードなどである 36）。これらの産業を発展させるには890億元の投資が必要となるため、
政府は補助金制度の創出や政府支援策を検討した。その結果、2005 年に「再生可能エネルギー
法」が全人代常務委員会第 14 回会議に可決され、2006 年 1 月 1 日に施行されるようになった。
中にはバイオマス液体燃料（バイオエタノール）の生産目標は 2010 年までに 200 万トン、
2020 年までに 1,000 万トンと明記された（表 8）。2006 年は「再生可能エネルギー元年」と言
われている。
表 8　中国の再生可能エネルギー利用の展望
再生可能エネルギー 2010 年まで 2020 年まで
水力 180GW 300GW
風力発電 5GW 30GW
バイオマス発電 5.5GW 30GW
バイオマスガス 190 億㎥ /年 440 億㎥ /年
太陽熱温水器 1.5 億㎡ 3億㎡
バイオマス液体燃料 200 万トン 1,000 万トン
バイオマス固体燃料 100 万トン 5,000 万トン
出所：井熊均・王婷（2006）、128 頁
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2　中国バイオエタノール産業の特徴
中国バイオエタノール産業の特徴は以下の 4点にまとめることができる。すなわち、①トウ
モロコシを主原料としていること、②農業省に立地すること、③国有大企業集団の参入、④保
護政策の存在である。
　（1）　トウモロコシを主原料としていること
中国のバイオエタノール原料構成をみると（表 9）、2001 年以降、トウモロコシの比率が増
加しており、トウモロコシはバイオエタノールの主原料になりつつあることがわかる。
前述のように、「陳化糧」問題の解決は中国バイオエタノール産業発展の重要要因であり、
トウモロコシ需給バランスをみると（表 10）、バイオエタノールの普及拡大開始の 2004/05 年
の期末在庫量は前年より 6,581 万トンも減少し、その後常に低水準を保っていた。一方、トウ
モロコシの加工需要が好調であるため、輸出減少と輸入増加をもたらし、2006 年以降の飼料価
格上昇により、食肉を中心とする畜産物価格の上昇を引き起こし、人民生活に影響を与え始め
た 37）。この意味で、中国ではバイオエタノール産業の発展によって、「陳化糧」問題が解決さ
れたが、逆に在庫率は 2007 年に 20%を切るところで、食糧の安全保障が懸念された。この状
況を契機に、穀物系原料から非穀物系原料への転換が提起された。
表 9　中国における原料別バイオエタノール生産量比率
（%）
原料種類 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年
トウモロコシ 31 32 29 36 38
イモ類 27 29 28 32 35
糖蜜 24 23 25 22 14
その他 18 16 18 10 13
出所：同表 2、113 頁
表 10　中国におけるトウモロコシの需給バランス
（万トン）
項目 1990/91 年 1995/96 年 2000/01 年 2004/05 年 2005/06 年 2006/07 年 2007/08 年
収穫面積（万ヘクタール） 2,140 2,277 2,306 2,545 2,636 2,697 2,800 
生産量 9,682 11,200 10,600 13,029 13,937 14,548 14,500 
輸入量 0 148 9 0 6 2 10 
輸出量 688 16 728 759 373 527 150 
国内仕向け量 8,994 11,332 9,881 12,270 13,570 14,023 14,360 
飼料消費 5,335 7,500 9,200 9,800 10,100 10,300 10,500 
食用と他の消費 2,650 2,620 2,824 3,300 3,600 4,000 4,300 
総消費量 7,985 10,120 12,024 13,100 13,700 14,300 14,800 
期末在庫 8,282 10,009 10,237 3,656 3,526 3,248 2,808 
総量通量 16,955 20,145 22,989 17,514 17,598 18,075 17,758 
出所：同表 2、120 頁
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　（2）　農業省に立地すること
前述のように、1997 年前後に実施された食料買い付け政策と 2002 年以降の買い付け市場の
自由化により、国有食糧企業、とくに生産地に近い国有食糧企業の打撃が大きい。その問題を
解決することが急務になっている政府は優先的に産地に近い省にバイオエタノール企業を立地
した。バイオエタノール量産主要 4社の立地する省の GDP構成や労働人口構成をみると（表
11）、4省とも第 1次産業の人口比率は約 46%以上で、全国平均を上回った。
とくに河南省において、その比率は 50%以上に達し、全国平均より 10 ポイント高く、「三
農問題」や「陳化糧」問題がよりいっそう深刻であったことが推測できる。
表 11　　2007 年バイオエタノール産地 4省のGDP構成比および労働人口構成比
（%）
省 黒竜江省 吉林省 河南省 安徽省 全国
第 1次産業（%）
GDP 構成比 13.0 14.8 14.8 16.3 3.6
労働人口構成比 46.6 46.8 50.6 45.9 40.8
第 2 次産業（%）
GDP 構成比 52.3 46.8 55.2 44.7 54.1
労働人口構成比 21.7 19.5 25.8 25.7 26.8
第 3 次産業（%）
GDP 構成比 34.7 38.3 30.1 39.0 42.3
労働人口構成比 31.8 33.6 23.7 28.4 32.4
出所：『中国統計年鑑』2008 により作成
　（3）　国有大企業集団の参入
主要量産 4社のうち、河南天冠燃料エタノール有限公司の親会社である河南天冠企業集団有
限公司はもっとも古くから燃料エタノールの生産を行った。1939 年に河南天冠企業集団有限公
司は「芳林アルコール廠」として設立され、当初から燃料エタノールを生産し、軍事用車輌の
燃料として供給した。建国後、主に食用アルコールの生産を行ってきたが、2004 年に再び燃料
エタノール生産に参入した。
2009 年 8 月現在における主要量産 4社の資本構成をみると（表 12）、3大国有企業集団の参
入が目立っている。すなわち、中糧集団有限公司（COFCO）は中糧生化能源（肇東）有限公司、
吉林燃料エタノール有限公司、安徽豊原燃料エタノール有限公司の親会社である安徽豊原生物
化学株式有限公司に資本参加している。中国石油天然気集団公司（CNPC）は吉林燃料エタノー
ル有限公司、河南天冠燃料エタノール有限公司の親会社である河南天冠企業集団有限公司に資
本参加している。中国石油化工集団公司（Sinopec）は河南天冠燃料エタノール有限公司、安徽
豊原燃料エタノール有限公司に資本参加している。中国のバイオエタノール生産は農業・農村
振興の要因が大きくなっていることから、中糧集団有限公司（COFCO）の参入は容易に理解で
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きるが、中国石油天然気集団公司（CNPC）と中国石油化工集団公司（Sinopec）とは 2002 年
の試験実施段階からバイオエタノールとガソリンとの混合やガソリンスタンドでの販売などを
独占していたが、生産各社への資本参加により、川上市場に対してもコントロールしようとし
ていることが考えられる。
表 12　中国バイオエタノール製造主要 4社の概況
略称
中糧肇東
（Zhaodong）
吉林燃料 河南天冠 安徽豊原
所在地 黒竜江省肇東市 吉林省吉林市 河南省南陽市 安徽省
生産開始年度 2000 年 2003 年 2004 年 2005 年
参入方式 事業拡大 新規参入 事業拡大 新規参入
株式構成
（2009 年 8 月現在）
中糧 100% 中国石油 55%
吉糧 25%
中糧 20%
天冠集団 60%
中国石化 20%
河南建投 20%
豊原生化 85%
中国石化（安徽）15%
補助金
（元 /トン）
2004 年 na na 2,070 na
2005 年 na na 1,721 1,883
2006 年 1,373 1,373 1,373 1,628
2007 年 1,373 1,373 2,251 2,251
主原料 トウモロコシ トウモロコシ 小麦、トウモロコシなど トウモロコシ
原料調達先 省内 省内 省内 省内、黒竜江省
生産能力
（万トン/
年）
当初 10 30 30 32
2009 年 28 50 65 44
販売主体 中国石油 中国石油 中国石化、中国石油 中国石化
消費地 黒竜江省 吉林省、遼寧省
河南省、湖北省（9）、
河北省（4）
安徽省、山東省（7）、
江蘇省（5）、河北省（2）
注： ①中糧肇東（Zhaodong）＝中糧生化能源（肇東）有限公司　②吉林燃料＝吉林燃料エタノー
ル有限公司
　　 ③河南天冠＝河南天冠燃料エタノール有限公司　④安徽豊原＝安徽豊原燃料エタノール有
限公司
　　⑤中糧＝中糧集団有限公司（COFCO）　⑥中国石油＝中国石油天然気集団公司（CNPC）
　　⑦中国石化＝中国石油化工集団公司（Sinopec）　⑧吉糧＝吉糧集団公司
　　 ⑨天冠集団＝河南天冠企業集団有限公司（株式の 55% を中国石油が保有）　⑩河南建投＝
河南省建設投資総公司
　　 ⑪豊原生化＝安徽豊原生物化学株式有限公司（株式の 21% を中糧が保有）　⑫中国石化（安
徽）＝中国石油化工集団安徽省石油総公司
　　 ⑬消費地の省の後に（　）が付いている地域は一部地域での販売という意味で、（　）の
中の数字は市の数である
出所： 同表 1、127 頁、発改工業【2004】230 号および各企業 HP と 2009 年 8 月 17、19、21、
23 日実施のインタビュー調査結果により作成
 立命館国際地域研究　第31号　2010年３月 31
　（4）　保護政策の存在
　2002年に出された「自動車用燃料エタノール使用の実験案」（「车用乙醇汽油使用试点方案」）
と「自動車用燃料エタノール使用の詳細規定」（「车用乙醇汽油使用试点工作实施细则」）にお
いて、当時の生産企業である河南天冠企業集団有限公司と黒竜江省金玉集団公司に対して、
5%消費税の免除や付加価値税の還付、および「陳化糧」に対する政府補助金の適用が明記さ
れていた。2004 年に出された「自動車用燃料エタノール使用地域拡大の実験案」（「车用乙醇汽
油扩大试点方案」）と「自動車用燃料エタノール使用地域拡大方法の詳細規定」（「车用乙醇汽
油扩大试点工作实施细则」）においても、生産の許可を受けた中糧生化能源（肇東）有限公司、
吉林燃料エタノール有限公司、河南天冠燃料エタノール有限公司、安徽豊原燃料アルコール株
式有限公司の 4社に同様の優遇政策が与えられた。また、実施地域のすべてのガソリンスタン
ドでの混合ガソリンの販売を決め、バイオエタノールの販路を確保した。さらに、卸販売価格
をガソリン価格と連動し（2002 年ではバイオエタノールの出荷価格＝ガソリン価格、2004 年
ではバイオエタノールの出荷価格＝ガソリン価格 ×91.1%）と設定し、バイオエタノール製造
企業の損失に対し、毎年一定額の補助金を給付した（表 12）。
Ⅲ　中国バイオエタノール産業発展の課題
前述のように、2006 年 12 月の「トウモロコシ加工生産管理の緊急通知」（国家発展改革委関
於加強玉米加工項目建設管理的緊急通知）と 2007 年 9 月の「トウモロコシ工業加工の健全発
展に関する指導意見」（「促進玉米深加工業健康発展的指導意見」）により、中国では非穀物系
原料によるバイオエタノール生産の方針が固まり、トウモロコシを原料とするバイオエタノー
ル生産が制限されることになった。量産企業にとって、また、中国バイオエタノール産業発展
にとって、以下の課題が残されている。
1　政府補助金の妥当性
現在、トウモロコシとバイオエタノールとの転換率は 33%程度で、つまり、1トンのエタノー
ルを生産するには 3トンのトウモロコシが必要である。1トンあたりの生産のコストは約 2,000
元に対し、出荷価格は約 1,200 元である。政府はこの欠損に対して補助金を出している。
しかし、エタノール生産の副産物として、約 33%飼料と約 33%二酸化炭素が生産される。
飼料の卸価格が高く、主要な利益を獲得分野であり、以前廃気として放出した二酸化炭素も現
在飲料生産企業に販売されている。エタノール生産企業の経営はトータルでみると、赤字経営
ではなかった 38）。よって、今後政府のバイオエタノール生産企業に対する補助金の支払方法を
検討する必要がある。
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2　原材料と生産技術の変更
2006 年以降、中国のバイオエタノール産業の発展方針は「非穀物原料を中心に」（「非糧為主」）
となっている。2007 年現在建設予定の非穀物系バイオエタノールプラントをみて（表 13）わ
かるように、その原料の転換は「キャッサバ」と「サツマイモ」などのイモ類原料の使用が中
心となっている。生産技術は穀物系の生産技術と共通していることで、現在の設備が無駄なく
利用できる点では問題ないが、このような原料の安定した供給は今後の課題となる。
そして、推奨された中国バイオエタノール産業における「静脈狙い」の発展 39）、すなわち、
廃棄物を利用する発展となると、新技術の開発と利用が問題である。
また、セルロース系（木質系）原料のバイオエタノールはコストが高く、現在河南天冠燃料
エタノール有限公司では、1万トン /年の木質系原料のバイオエタノール生産を行っているが、
1トンあたりの生産コストは5,500元で、とうもろこし原料による生産コストよりはるかに高い。
今後、コスト削減が大きな課題である。
表 13　2007 年現在建設予定の非穀物系バイオエタノールプラントリスト
投資主体 建設地 生産能力（万トン /年） 原料
中国石油、四川省政府 四川省 60 サツマイモ
遼寧金信生化有限公司 遼寧省 50 サツマイモ（一部）
中糧
江蘇省 10 サツマイモ
広西 20（2009 年 1 月稼働開始） キャッサバ
北京バイオ燃料技術有限公
司、韓国 LBLnetworks
広西、雲南省 不詳 キャッサバ
中国石化
山東省 20 非穀物系（詳細不詳）
湖北省 50 サツマイモ
出所：『中国の石油産業と石油化学工業』2008 年版
3　国有大企業集団の独占体制の維持
外資系企業の参入もみられるが、2007 年現在建設予定の非穀物系バイオエタノールプラント
をみて（表 13）わかるように、国有大企業集団の参入が目立っている。これは一方で原材料確
保や販路確保につながるが、他方で民間企業の育成ができず、将来政策により国有大企業集団
の撤退が発生する場合、産業全体の存亡にかかわると考えられる。
おわりに
本稿では中国バイオエタノール産業の発展要因と特徴および原料はトウモロコシからイモ類
や木質系バイオマスへの転換における今後の発展課題について、量産体制になっている主要 4
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社の事例調査を踏まえて検討した。
中国は自動車生産台数の増加に伴うガソリン消費量と石油輸入量の増加などにより、1996 年
に原油の純輸入国に転落した。その後、石油代替エネルギーとして、太陽エネルギー、風力エ
ネルギー、バイオマスエネルギー、地熱エネルギー、海洋エネルギー、水素エネルギー、天然
ガスハイドレードなど再生可能エネルギーの取り組みを行っているが、いち早くバイオエタ
ノールを実用化させたのは、ブラジル、アメリカにおける実用化の前例があると同時に、「陳
化糧」問題の存在も大きな要因であった。そのため、農業・農村振興の一環として、農業省に
立地している 4社を選んで、実用化の拡大に踏み切った。
バイオエタノール産業の発展により、「陳化糧」問題が解決された一方、飼料価格、畜産物
価格の上昇をもたらし、バイオエタノールの生産原料を穀物系から非穀物系への転換が余儀な
くされた。生産原料の転換により、今後、量産化に備える技術の確保やコスト削減は中国バイ
オエタノール産業の大きな課題となっている。
また、中国バイオエタノール産業の大きな特徴の 1つは政府の産業保護と国有大企業集団の
独占体制であるが、今後、産業促進のための外資系企業の参入や民間企業の参入が考えられる
中、国有大企業集団の独占体制維持の妥当性も今後の発展課題となっている。
＜注＞
１）河南省南陽市に立地し、のちには「河南天冠燃料エタノール有限公司」の親会社になっている。
２）黒竜江省肇東市に立地し、のちには「中糧生化能源（肇東）有限公司」に名称変更した。
３）国経貿技術【2002】174 号を参照した。
４）2005 年には、主要 4社で 102 万トン／年の生産能力であったが、他に 8社の申請があり、4社の規模
拡大も含めて、すべて稼働すれば、2007 年に 313 万トン／年の生産能力になる（CHEW CHONG 
SIANG（2006）、6頁）。
５）発改工業【2004】230 号を参照した。
６）「中糧生化能源（肇東）有限公司」の前身は 1993 年に設立された「黒竜江省金玉集団公司」、1996 年
に「黒竜江華潤アルコール有限公司」に名称変更した。本稿ではとくに必要なければ、3名称とも「中
糧生化能源（肇東）有限公司」に統一する。
７）エタノールの中国語は「乙醇」である。
８）アルコールの中国語は「酒精」である。
９）発改工業【2006】2781 号を参照した。
10）発改工業【2007】2245 号を参照した。
11）天笠啓祐（2007）、小泉達治（2007a）、坂内久・大江徹男（2008）、山家公雄（2008）などがある。
12）前掲、天笠啓祐（2007）、17-18 頁。
13）化石資源を除く動植物由来の燃料である。
14）前掲、坂内久・大江徹男（2008）、2頁。
15）すべての動植物を由来とする生物資源であり、大きく木質バイオマスと有機バイオマスに分かれてい
る。木質バイオマスには、山林の林地残材、製材廃材、流木、建築廃材、製紙工場系の黒液・廃材・
セルロース（古紙）などがある。有機バイオマスには、農業、畜産、水産業廃棄物、食品廃棄物など
がある（清水幸丸（2006）、119-120 頁）。
16）久保田宏・松田智（2009）、40-65 頁。
17）アメリカとブラジルにおけるバイオエタノールの歴史的展開についての内容はとくに引用脚注がない
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場合、主に坂内久・大江徹男（2008）を参照した。
18）小泉達治（2007a）、21 頁。
19）小泉達治（2008）、6頁。
20）前掲、坂内久・大江徹男（2008）、33 頁。
21）エタノールは蒸留法で精製した場合、共沸現象によって4％程度の水分が残る。この水分を含むエタノー
ルを含水エタノールという。さらに共沸蒸留法や膜分離法などを行って水分を 0.5％程度まで下げた
ものは無水エタノールといわれる。（新日本石油 http://www.eneos.co.jp/binran/glossary/jp_ka/ka26.
html、2009 年 11 月 16 日閲覧）。
22）前掲、坂内久・大江徹男（2008）、33-34 頁。
23）この他には、バイオディーゼル燃料としての利用法もある。
24）中井多喜雄（1996）、106-107 頁。
25）日本で代表的なのは大阪府堺市に立地し、2007 年 1 月から稼働している「バイオエタノール・ジャパ
ン関西」である。
26）他国は通常、砂糖を生産した後の副産物である糖蜜からエタノールを生産する。ブラジルの糖蜜から
の生産は約 25%程度である。
27）1990 年までに、砂糖とバイオエタノールの価格、生産量は IAA によって決められていたが、1990 年
に IAAが廃止され、1997年の無水バイオエタノール価格自由化につづき、1999年に含水バイオエタノー
ルとサトウキビの価格も自由化されたことにより、砂糖とバイオエタノールの価格、生産量は市場の
需給状況により生産者自身が決められるようになった（前掲、坂内久・大江徹男（2008）、25-26 頁）。
28）同前、34-36 頁。
29）小泉達治（2007b）、6頁。
30）同前、36-37 頁。
31）前掲、小泉達治（2008）、6、9頁。
32）前掲、坂内久・大江徹男（2008）、38 頁。
33）この段落の内容を沈中元（2006）、1、6-7 頁に参照した。
34）青木昌彦監訳、日野正子訳（2007）、104-107 頁。 
35）前掲、沈中元（2006）、7頁
36）「2000-2015 年新能源和可再生能源産業発展規画要点」中国気候変化信息網 http://www.ccchina.gov.
cn/、2009 年 10 月 10 日閲覧。
37）前掲、坂内久・大江徹男（2008）、120-121 頁。
38）インタビュー結果によるものである。
39）井熊均・王婷（2006）、197-199 頁。
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